
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－５  事業事前計画表(概略設計時) 



事業事前計画表（概略設計調査時） 

1．案件名 

インドネシア共和国 災害復興支援無償（プログラム型）概略設計調査 

2．要請の背景(協力の必要性･位置付け) 

2006 年 5月 27日にジャワ島中部ジョグジャカルタ付近で発生した地震で、多くの建物が倒壊し、死

者 5,700 人以上、負傷者 37,000 人以上に上った。特に、ジョクジャカルタ特別州のバントゥール県の

被害が大きく、4,100人以上の人が亡くなった。 

「イ」国政府では関係省庁や国連諸機関の協力の下、国家災害復興管理庁が復旧・復興を調整してい

る。「イ」国は 1 兆ルピア（約 125 億円）の予算を割り当て、うち 750 億ルピア（約 9.7 億円）を緊急

復旧のために支出した。被害に対しドナー国・機関、NGOからは総額1億ドル（約110億円）以上の様々

な緊急援助が寄せられている。我が国は緊急物資支援（約2000万円相当）及び緊急無償を含む総額1000

万米ドルの無償資金協力を決定した。 

教育・保健医療分野における支援は緊急復旧に限られ、住民に対する社会サービスは悲惨といってよ

い状況であり、また施設再建設に係るセクター支援は未だほとんどない。 

本プロジェクトは、この背景下で我が国に要請された。協力が要請され、復旧が必要な施設の現状は以下の

とおりである。 

1) 教育施設： 地震により大きな被害を受けた小学校2校（12教室）及び中学校7校（99教室）

2) 保健医療施設： 地震により大きな被害を受けた診療機能を備えた保健センター5ヵ所 

3．プロジェクト全体計画概要 

（１）プロジェクト全体計画の目標 

1. 地震により大きな被害を受けた小学校2校（12教室、管理諸室他）が復旧される。 

裨益の対象と範囲：2校の生徒約500人 

2. 中学校7校（99教室、特別教室、管理諸室他）が復旧される。 

裨益の対象と範囲：7校の生徒約4,000人 

3. 地震により大きな被害を受け保健センター5ヵ所が復旧される。 

裨益の対象と範囲：4郡の住民約22万人人 

（２）プロジェクト全体計画の成果 

地震により大きな被害を受けた小学校2校（12教室、管理諸室他）、中学校7校（99教室、特別教室、

管理諸室他）及び保健センター5ヵ所が復旧される。 

（３）プロジェクト全体計画の主要活動 

地震により大きな被害を受けた小学校2校（12教室、管理諸室他）、中学校7校（99教室、特別教室、

管理諸室他）及び保健センター5ヵ所を再建する。 

上記施設を運営・維持管理する。 

（４）投入（インプット） 

ア 日本側： 無償資金協力8.9億円 

イ 「イ」国側： 

（ア）本無償資金協力案件の実施に係わる負担額：0.1億円 

（イ）本無償資金協力案件対象施設の維持管理経費：年平均4.0億円 

（５）実施体制 

主管官庁： 

実施機関： 「イ」国教育省及び保健省 

 



 

4．無償資金協力案件の内容 

（１）サイト 

インドネシア共和国、ジョグジャカルタ特別州、バントゥール県 

（２）概要 

ア 小学校2校（12教室、管理諸室他）及び中学校7校（99教室、特別教室、管理諸室他）の復旧。 

イ 保健センター5ヵ所の復旧 

（３）相手国負担事項 

① 環境社会配慮（用地確保） 

② サイトからの廃材の最終処分 

③ 水道、電気・電話の引き込み 

（４）概算事業費 

概算事業費9.0億円 （日本側負担8.9億円、「イ」国側負担0.1億円） 

（５）工期 

詳細設計・入札期間を含まず約12ヶ月（予定） 

（６）貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 

① 建設に際し、現土地所有者の生活・経済活動への影響を最小限に抑える。 

② 近隣住民の工事による騒音・振動・地盤沈下等の影響を最小限に抑える。 

③ 建設廃材を環境に配慮して処分する。 

5．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標達成に関して） 

① 「イ」国内の政情・治安が悪化しない。 

② 大地震など想定外の天災が発生しない。 

③ 復旧／再建／改修する施設の周辺関連施設が、現状通りに運営・維持管理される。 

6．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし。 

7．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

成果指標 
現状の数値 

（2006年） 

計画値 

（2007年） 

安全で適切な環境において教育を受けられる小学生 0人 500人 

安全で適切な環境において教育を受けられる中学生 0人 4,000人 

基本的な保健医療サービスを受けられる住民 0人 22万人 

（２）その他の成果指標 

特になし。 

（３）評価のタイミング 

2008 年以降（協力対象施設竣工後） 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－６ 収集資料リスト 
 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－７  小中学校被災状況 







 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－８  対象施設被災時状況測量図 
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